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成長軌道の回復に向けた日立の取り組み

施策施策

基本方針基本方針

１．情報通信システムと電力・電機システムの融合

２．真のグローバル企業への変容

社会イノベーション事業への傾斜

３．環境ビジネスの拡大
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社会イノベーション事業拡大に向けた研究開発の重点化

グローバルマーケットインへの取り組み

情報通信システムと電力・電機システムの融合

環境・省エネ技術の強化　　　

エネルギー技術の強化　　　　　

成長軌道の回復に向けた研究開発戦略

研究開発体制の強化
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Ｐｉｏｎｅｅｒｉｎｇ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ
持続可能社会への開拓

●ＣＯ２排出量の少ないエネルギーをつくる
●エネルギー消費の少ない製品をつくる

資源の資源の
循環的な利用循環的な利用 生態系の保全生態系の保全

地球温暖化の防止地球温暖化の防止

●完全リサイクル社会をつくる
●クリーンな大気・水・土壌をつくり、
　 生物多様性をまもる

日立「環境ビジョン」の３つの柱1-1．
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第1期環境戦略
CO2排出量12％削減

(国内90年比)

環境ビジョン2015
「エミッションニュートラル達成」

第2期環境戦略

環境ビジョン2010

　環境ビジョン2025
　「CO2排出量1億トン抑制に貢献」

第3期環境戦略

(年度)

グローバル協創型プロジェクトの推進

グループの技術を活かし、製品の環境効率向上

日立グループ全製品を環境適合製品に

CO2排出量3％削減
(国内90年比)

日立グループの環境ビジョン1-2．
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1990 2005 2025 2050

世界のCO２排出量

（年度）

207

270 日立製品の
貢献分１億トン

（億トン/年）

150

620

140

資料:IEA(国際エネルギー機関)“Energy Technology Perspective　2008” より弊社地球環境戦略室作成

BLUEシナリオ

年間１億トンＣＯ2排出抑制への貢献１-3．



8© Hitachi, Ltd. 2009. All rights reserved.

年間ＣＯ2排出量1億トンの抑制計画

0

１億

抑
制
量

発電 70％

2025年
CO2抑制の内訳

産業 20％

交通・民生 10％

[2005年基準]

ＣＯ2抑制計画

1-4．

2010 2015 2020 2025(年度)

1,400万㌧/年

１億㌧/年

3,500万㌧/年

6,300万㌧/年

(万㌧/年)

CO2
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環境適合設計アセスメントに基づいた製品開発

環境適合設計
アセスメント実施

基準点以下見直し

基準点
以上

環境適合製品

①減量化 ③再資源化　　　　　　 ⑤環境保全性 ⑦包装材

②長寿命化　④分解・処理容易性 ⑥省エネルギー性 ⑧情報提供

評価

H25 ガスタービン プラズマテレビ

アモルファス変圧器

情報通信
システム

電子
デバイス

電力・
産業システム

デジタルメディア
民生機器

高機能材料

　異方導電フィルム
「ANISOLM」

サーバ
臨床検査用装置

洗濯機 エコ電線測長SEM
ハード

ディスクドライブ

アセスメント
項目

社会的環境負荷の削減：環境適合製品1-5．
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２０２５年度までに、日立グループのあらゆる製品を環境適合製品にする

２００７

売
上
高
比
率

環境適合製品比率の拡大

２０２５

３８％

(年度)

（注）売上高は、部門間取引相殺前
　　 （部門別売上高合計ベース）

事業拡大策

■環境適合製品比率の拡大
　 ●新製品の環境効率追求

■環境事業への積極投資
　 ●高効率火力発電

　 ●原子力発電

　 ●再生可能エネルギー技術

　 ●新エネルギ技術

　 ●省エネルギ技術

２０１０

(５０％)

(１００％)

３２％

２００６

環境戦略と中核事業戦略との整合

中核事業

４１％*

*2008年度は実推

２００８

1-6．
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研究開発本部研究開発本部

中央研究所中央研究所

基礎研究所基礎研究所

日立研究所日立研究所

システム開発研究所システム開発研究所

機械研究所機械研究所

生産技術研究所生産技術研究所
デザイン本部デザイン本部

知的財産権本部知的財産権本部

開発研究所・開発本部開発研究所・開発本部

開発センタ
開発・設計部
開発センタ
開発・設計部

グ
ル
ー
プ
横
断
型

技
術
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

グ
ル
ー
プ
横
断
型

グ
ル
ー
プ
横
断
型

技
術
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

技
術
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ムビジネスグループビジネスグループ

海外研究拠点海外研究拠点

事業（本）部事業（本）部

グループ会社研究所グループ会社研究所

CTO: Chief Technology Officer

会長兼社長会長兼社長

グループCTOグループCTO

グループ研究開発体制2-1．

エネルギー・環境システム研究所（電力グループ)エネルギー・環境システム研究所（電力グループ)
・
・
・
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コーポレート研究所

管理・生産システム・プロセス、設備
メカトロニクス応用システム

<2009年4月1日現在　社員数>

情報・通信、組込みシステム、ソリュー
ションLSI、ストレージ、ライフサイエンス

人間・情報システム、健康システム、
環境・エネルギー、ナノ材料・デバイス

情報システム、セキュリテユビキタス、
ストレージ、サービスソリューション

社会システム、デバイス、
コンポーネント、材料

現事業の拡大 新事業の創生 革新技術の創造１ ２ ３

６ 研 究 所

中央研究所<950名>中央研究所<950名> 機械研究所<380名>機械研究所<380名> 生産技術研究所<340名>生産技術研究所<340名>

システム開発研究所<500名>システム開発研究所<500名>日立研究所<680名>日立研究所<680名> 基礎研究所<100名>基礎研究所<100名>

東京都国分寺市 神奈川県横浜市

茨城県ひたちなか市

埼玉県鳩山町
神奈川県川崎市

茨城県日立市

2-2．
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技
術
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

内
容

エレクトロニクス
環境・エネルギｰ
新材料
医療・バイオ
ナノテク

アウトソーシング
EA*/SoA**/上流コンサル
強み技術・デバイス活用
新サービス方法論

サービスサイエンス

ビーム応用計測
非破壊計測
製品設計支援
モータ最適化

ソリューションＬＳＩ
システム開発効率
プラットフォーム化
プロジェクト管理
インバータ最適化

組込みシステム
デジタル
エンジニアリング

材料

２００５年３月 ２００２年～２００５年１０月２００５年４月２００４年４月 ２００４年４月 ２００４年４月

*ＥＡ：Ｅｎｔｅｒｐｒｉｚｅ　Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ
**ＳｏＡ：Service Oriented Architecture

２００５年１０月 ２００６年４月

材
料
研
究
所

高
度
設
計

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ

顧
客
協
創
活
動

（
顧
客
向
け
発
表
会
）

モ
ー
タ

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ

高
度
計
測
セ
ン
タ

ｕ
Ｖ
Ａ
Ｌ
Ｕ
Ｅ

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ

イ
ン
バ
ー
タ

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ

組
込
み
シ
ス
テ
ム

基
盤
研
究
所

メ
カ
ニ
カ
ル

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ

グループ横断型技術プラットフォーム

機械・電機系 エレクトロニクス系 情報系

グループワイドな基盤研究の推進と人材育成

2-3．
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研究リソース
の配分

研究開発のスキーム

革新研究
(10％)

基盤研究(20％)

　成長の布石　重点テーマ:毎月フォローアップ

特研（特別研究開発制度）の活用
施策

グループＣＴＯ会議

重点事業の拡大
(70％)

2-4．

１．グループシナジーの発揮１．グループシナジーの発揮

２．事業と技術のロードマップの整合２．事業と技術のロードマップの整合
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事業分野

１

２

３

４

５

６

７

９

８

キ
ー
デ
バ
イ
ス

キ
ー
材
料

社
会
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
事
業

社会イノベーション事業への取組み

中
央
研
究
所

シ
ス
テ
ム
開
発
研
究
所

日
立
研
究
所

日
立
研
究
所

機
械
研
究
所

生
産
技
術
研
究
所

基
礎
研
究
所

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
シ
ス
テ
ム

研
究
所

次世代電池
研究センター
次世代電池
研究センター

電池事業
統括推進本部
電池事業
統括推進本部

新エネルギー
推進本部
新エネルギー
推進本部

体制
日立Gr R&D

グ
ル
ー
プ
横
断
型
技
術
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

原子力発電、石炭火力発電

再生可能エネルギー

グリーン・モビリティ

都市省エネソリューション

省エネデータセンタ

セキュリティ製品・ソリューション　

高性能モータ・インバータ

リチウムイオン電池

環境・省エネ関連高機能材料

(鉄道、建設機械、
　自動車機器)

2-5．



17© Hitachi, Ltd. 2009. All rights reserved.

電力グループ電力グループ

研究開発本部研究開発本部

日立研究所日立研究所

電池事業の戦略統括組織の新設

｢次世代電池技術｣の開発

日立グループ

｢電池事業統合戦略｣構築

2009年4月1日付新設

新エネルギー推進本部

2009年4月1日付新設

新エネルギー推進本部
新エネルギー、スマートグリッド

等の事業推進

日立製作所

2-6．

１．電池事業における日立グループ協創の強化

２．リチウムイオン電池新用途開拓の推進
ミッション

2009年4月1日付新設

電池事業統括推進本部

2009年4月1日付新設

電池事業統括推進本部

2009年4月1日付新設

次世代電池研究センター

2009年4月1日付新設

次世代電池研究センター
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社会イノベーション事業を支える｢電池｣

　民 生　 　自動車　

モータ

携帯
電話

ゲーム
機

家電

インバータ
（制御）

風力発電・
太陽光発電

ＵＰＳ・
通信基地局

小型
トラック

産業用
機械

建設
機械

電動
工具

電気
自動車

プラグイン
ハイブリッド車

｢電池｣

ハイブリッド
車

電動
スクータ

鉄道車両

昇降機

2-7．

社会イノベーション事業

モータ、インバータと並ぶ第３のデバイスコアとしての｢電池｣
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リチウムイオン電池への期待と課題

・軽量＆高エネルギー密度が特徴、民生用から中大型用に広がり

・安全性とコストが普及への課題

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

2005 2010 2015

筒形 角形

ﾗﾐﾈｰﾄ 自動車

出典：ＩＴ 総研資料

市
場
規
模

100 200 300 400

実績値

理論値

ﾆｯｶﾄﾞ電池
ﾆｯｹﾙ水素電池

5000

100

200

50

150

リチウムイオン電池

鉛電池

100 200 300 400

実績値

理論値

ﾆｯｶﾄﾞ電池
ﾆｯｹﾙ水素電池

5000

100

200

50

150

リチウムイオン電池

鉛電池

(兆円)

体積エネルギー密度　（Ｗｈ/ｄｍ３）
(年)

質
量
エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度

(Ｗｈ/ｋｇ)

リチウムイオン電池の体積、重量は

・ ニッケル水素電池の約2分の1
・ 鉛電池の約3分の1

2-8．

ニッケル・
カドミウム
蓄電池
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【ミッション】高容量・高安全の自動車・産業用ﾘﾁｳﾑ電池の開発【ミッション】高容量・高安全の自動車・産業用ﾘﾁｳﾑ電池の開発

電池事業統括推進本部（2009/4新設）

次世代電池研究センター

■高出力化 ■安全性向上 ■高品質化

開発技術開発技術

ターゲットターゲット
日立研究所

次世代電池研究センタ　

ｸﾞﾙｰﾌﾟｼﾅｼﾞｰ

連携

●2009/4新設

体制体制

持続力と瞬発力の両立

機械研究所・生産技術研究所機械研究所・生産技術研究所

0
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エネルギー密度(Wh/kg)＝持続力

ニッケル
水素 ＵＰＳ／電力貯蔵

鉛

キャパシタ

第四世代

第三世代

第二世代

瞬
発
力
＝
出
力
密
度

(W/kg)

ＨＥＶ、鉄道

ＰＨＥＶ/ＥＶ
建設機械

0

1000

2000

3000

4000

5000

0 50 200 250100 150
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鉛
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第四世代

第三世代

第二世代

瞬
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力
＝
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力
密
度

(W/kg)

ＨＥＶ、鉄道

ＰＨＥＶ/ＥＶ
建設機械

2-9．

日立エンジニア
リング

・アンド・サービス

日立プラント
テクノロジー

日立設備
エンジニアリング

材　料製造設備 電　極 他 電池本体

日立化成工業

日立マクセル

新神戸電機

日立ビークルエナジー

日立金属日立金属

日立電線日立電線

日立粉末冶金

日立エンジニア
リング

・アンド・サービス

日立プラント
テクノロジー

日立設備
エンジニアリング

材　料製造設備 電　極 他 電池本体

日立化成工業

日立マクセル

新神戸電機

日立ビークルエナジー

日立金属日立金属

日立電線日立電線

日立粉末冶金

PHEV: Plug-in Hybrid Vehicle EV: Electric Vehicle

HEV: Hybrid Electric Vehicle UPS: Uninterruptible Power System
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自動車関連機器、
広帯域無線通信システム
ストレージエリアネットワークソリューション

基礎デバイス物理、
有機エレクトロニクス、
モバイルコミュニケーション、
セキュリティ、
オートモティブシステム

ＩＰネットワーク、
デジタルＴＶ、
先端ソフトウェア、
材料 他

ストレージメカニクス
ネットワークストレージ
水処理

88名88名

40名40名

ラボ長：Ｄａｖｉｄ　Ｗｉｌｌｉａｍｓラボ長：Ｄａｖｉｄ　Ｗｉｌｌｉａｍｓ ラボ長：George Saikalisラボ長：George Saikalis

13名13名

35名35名

・Hitachi Cambridge Lab.
■ケンブリッジ大学での基礎物理研究

■欧州カーメーカ向け技術支援
・Automotive Research and Development Lab.

■情報通信、ソフトウェア、環境技術開発
■清華大学、復旦大学等との産学連携

■米国カーメーカとの密着型開発
・Automotive Products Research Lab.

■次世代米国ストレージ事業に向けた技術開発
・Storage Area Network Lab.

■ストレージ強化の国策に連動した研究開発
■ASEAN・インド地域におけるハブ機能

Hitachi Asia Ltd. (シンガポール）　日立(中国)研究開発有限公司

Hitachi Europe Ltd. (欧州) Hitachi America, Ltd. (米国)

１．現地事業への貢献
２．世界ﾄｯﾌﾟ研究拠点との協創
３．ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材の活用（ローカル比率：75％）

海外拠点のミッション

副総経理：陳楊秋副総経理：陳楊秋

海外研究拠点

■２００８年インド事務所開設

2-10．
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グローバルなマーケットインへの取り組み

雲南省における
電機システム省エネモデル

プロジェクト

(鉄鋼向けファン用) (取水ポンプ用)

・雲南省における電機システムの省エネモデルPJ
　 ・重慶の列車無線システム受注

中国

・インドR&D事務所開設、インド工科大学日立講座実施アジア

・32nm以降半導体製造技術に関するIBMとの共同研究
　 ・ストレージ事業における北米顧客と研究拠点との協創

北米

・CO2削減型石炭火力に関するグローバル共同研究
　 ・英国鉄道事業に向けた技術開発

欧州

産業用高圧インバータ納入

2-11．
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Internet

①データ収集・蓄積・解析・表示

省エネセンタ

④省エネ効果
「見える化」

②無線通信インフラ活用
③データ集約・表示

昆 明 鋼 鉄昆 明 鋼 鉄

発電用ボイラ 誘引ファン、押込ファン

雲天化集団－富端化工雲天化集団－富端化工

化学プラント、排ガスファン/工水取水ポンプ場

雲天化集団－富端化工雲天化集団－富端化工

化学プラント、排ガスファン/工水取水ポンプ場

省エネモニタリングシステム

省エネモニタ

*日立(中国)研究開発有限公司

雲南省・省ｴﾈﾓﾃﾞﾙＰＪにおける技術開発2-12．

日立中国Ｒ＆Ｄ*が持つ情報通信技術を適用し を開発
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英国鉄道車両に向けた技術開発

優先交渉権獲得* (2009年2月)：英国IEP
(Intercity Express Programme)

◇200km/h高速鉄道車両
　 最大1400両の置き換えプロジェクト
◇2013年：営業運行開始予定

ロンドン

IEP対象区間

欧州受注第一号
CTRL-DS線(174両受注)

*:Barclays PE社、John Laing社との共同設立会社で獲得

英国内走行試験

欧州本格受注第一号：英国CTRL

ハイブリッド高速試験車
“HAYABUSA”

世界初の商用運転

(Channel Tunnel Rail Link： ﾄﾞｰﾊﾞｰ海峡ﾄﾝﾈﾙ連絡線)

環境対応ハイブリッド技術

ロンドンロンドン

高速新線高速新線

在来線在来線

アシュフォードアシュフォード

海峡トンネル海峡トンネル

バッテリーシステム 内蔵バッテリーモジュール

高速ディーゼルハイブリッド鉄道車両向け
リチウムイオンバッテリーモジュール

電機グループ
日立研究所
機械研究所

2-13．

（東日本旅客鉄道(株)小海線)

(2007年7月）
(2007年9月～2008年3月)
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ｹﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ大800周年寄与

グローバルＲ＆Ｄ活動

ｲﾝﾄﾞ工科大学日立講座ｲﾝﾄﾞ工科大学日立講座

2008年5月

2008年10月～2009年4月

2008年6月

2-14．

清華大学連携講座開設

IBMとの共同研究

・ＩＢＭワトソン研究所

・ニューヨーク州立大
　（Albany Nanotech　
　　　　　　　　　Complex）

新製造装置
新計測装置

３２nm以降半導体
基礎研究

　原子レベルの
半導体物理解明

2008年2月～

講座 エネルギー・環境
システム研究所

Stanford 大学
素反応モデル

LES解析

Aachen 大学

Virtual Boiler解析

石炭火力グローバル協創：CO2回収パイロット試験(2009年)

高温材料

日立研究所

低NOx燃焼

エネルギー・環境
システム研究所

石炭酸素

空気

N2

高度浄化 CO2

H2O排ガス

O2燃焼ボイラ石炭酸素

空気

N2

高度浄化 CO2

H2O排ガス

O2燃焼ボイラ

酸素CO
2
燃焼

灰放射モデル

Bochum 大学

(BHK)呉研究所
5MW燃焼試験

バブコック日立呉研究所

5MW燃焼試験

(独)

(独) (米)
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情報通信システムと電力・電機システムの融合

融
合
技
術
開
発

融
合
技
術
開
発

ユビキタス機器ユビキタス機器ユビキタス機器ユビキタス機器

コンサルティング
ＳＩ

アウトソーシング

コンサルティング
ＳＩ

アウトソーシング

コンサルティング
ＳＩ

アウトソーシング

コンサルティング
ＳＩ

アウトソーシング

ソフトウェアソフトウェアソフトウェアソフトウェア

情報通信情報通信

ストレージストレージネットワークネットワーク

サーバサーバ

2-15．

電力・電機電力・電機

都市都市 物流物流

交通交通

電力電力

環境環境

エネルギ
電池

エネルギ
・電池

日立だからできる社会イノベーション事業

情報・電力・電機融合事業推進本部を設立（4月1日付け）
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データセンタ全体の省電力化

CoolCenter50プロジェクト

　

Harmonious Greenプラン

ＩＴ機器の省電力技術開発

環境対応IT機器の開発強化

主要機器
　・サーバ
　・ストレージ
　・ルータ
　・スイッチ

適
用

5年間のCO2排出量を33万トン抑制
(東京23区の1.2倍の森林面積相当)

・運用レベル (仮想化, ・・・)
・装置レベル (冷却, 電源 ・・・)
・部品レベル (LSI, HDD, ・・・)

データセンタの消費電力量を最大50％削減

高効率電源設備
熱対流シミュレーション

高効率空調機
Harmonious Green

プランの成果

ＩＴ機器

冷却
（空調）

電源関連
その他

（照明等）
20％減

50％減

現状（2007） 設備環境改善 最適化（2012）

デ
ー
タ
セ
ン
タ
の
消
費
電
力
の
割
合[
％]

100

80

60

40

20

0

環境配慮型データセンタ

情報通信グループ
日立プラント
中央研究所
日立研究所
機械研究所
システム開発研究所

2-16．

空調機 空調機 空調機 空調機

空調機 空調機 空調機 空き

空き

空き

空き

空き

空き

空き

空き

小10

小10

小10

小10

小10

空き

空き

空き

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

空き

空き

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

空き

空き

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

空き

空き

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

空き

空き

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

小10

大10

大10

空き

大10

大10

大10

大10

小10

小10

小10

小10

小10

大10

大10

大10

大10

大10

大10

大10

大10

大10

大10

大10

大10

空調制御
最適化

空調機負荷解析

　　←温度

空調機負荷→

システム管理/監視

【ＩＴ－空調連携制御技術】

サーバ ストレージ

＜ＩＴ機器＞

変圧器空調機 無停電電源

＜用益設備＞
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都市グループ
日立国際電気
中央研究所
日立研究所
機械研究所

ネットワーク型大規模監視システム2-17．

ネットカメラを用いた大規模監視による都市・施設のセキュリティ保全

原子力・プラント

社会インフラクラウド

街・店舗

公共

広域IP網
NGN

警察

監視
センタ

家庭

低遅延・省電力・スケーラブル

映像蓄積・解析

ネットワーク
カメラ網

道路・空港

　　　＜大規模監視システム＞
・高速・高精度顔画像認識
・画面からシームレスな類似画像検索
・特定人物移動軌跡表示

監視

遠隔安全保全
（ドア・エレベータ制御）
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世界50万台を超える建設機械類の稼働状況を把握し、生産性と信頼性を向上

建設機械のグローバルモニタリング

・リアルタイムの
　稼働状況

日立建機

知識化

蓄積

評価

部品、機械、地域毎の
市場動向、故障発生を

予測

・メンテナンス案内

運用効率化

建設機械管理者

・移動、稼働履歴
・整備履歴
・障害情報
・技術情報

生産、在庫最適化

・・・

現場

・現在位置 ・稼働情報

・故障情報

生産性
信頼性向上

2-18．

日立建機
日立研究所
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実業で蓄積された情電通信技術と電力系技術の融合により
　　　電力・エネルギーインフラの高効率・高信頼化を実現

次世代スマートグリッド2-19．

情報通信
インフラ

発電

風力蓄電池
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｼｽﾃﾑ

風力蓄電池
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｼｽﾃﾑ

送電

電力系統
最適運用
システム

電力系統
最適運用
システム

変電

分散電源

自動検針配電

分散電源対応
配電制御ｼｽﾃﾑ

分散電源対応
配電制御ｼｽﾃﾑ

監視PC 制御PC
配電用SVC

自動検針ｼｽﾃﾑ自動検針ｼｽﾃﾑ
ﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ監視制御ﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ監視制御

蓄電池
風力

太陽光

蓄電池
風力

ビル・工場
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KaaSを適用した社会インフラクラウド

社
会
イ
ン
フ
ラ
ク
ラ
ウ
ド

社
会
イ
ン
フ
ラ
ク
ラ
ウ
ド

素データ 知識・ルール知識化基盤

情報処理・サービス運用提供基盤

*KaaS: Knowledge as a Service

保守保守 物流物流

KaaSKaaS* * 
知識指向サービス提供

従来型サービス提供従来型サービス提供

鉄道インフラ

製造製造

プラントプラント

ＩＴサービスＩＴサービス

KaaSKaaS

電力インフラ

知識指向のサービスを提供する社会イノベーション事業を推進

2-20．

　　　　　　　　　　社会インフラネットワーク層　　　　　　　　

収集収集 制御制御



　　　　
　　　　　－創業100周年の飛躍に向けて－　　　
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